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LLSS二重閉殻1166OOと4400CCaa核に±1ヶ核子を付加した核のうち、４ヶはβ不安定核であ
る．�これらの核電磁気”ﾓ∞ｰ“ﾒ›ﾝƒﾄを高精度決定し、核構造・物質、核内核子の挙動を調
べた．�88BBの巨大四重極”ﾓ∞ｰ“ﾒ›ﾝƒﾄを決定し陽子 ﾊ€ﾛ∞ｰを発見し、その後散乱断面積と核物質
分布の研究に発展�した．�次に、88LLii--88BB、 	
 1122BB--1122NN、 	
 2200FF--2200NNaa核を純�粋ΩｽÀﾋflﾟ›ﾝ整列させ、
整列--β線角度分布相関項を精密決定し、弱核子流誘導√ﾃ›ﾝøｿŸﾙ項の存在限界を示し
た．�必要な、大きな純�粋整列は、核反応で生成する巨大偏極を超微細相互作用と
β--NNMM((QQ))RR法で、核反応偏極から整列へと動的に変換して生成した．�
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Among the LS doubly closed-shell ±1 nucleon nuclei, A = 16 ±1 and 40 ±1,  4 of them are β-emitting  and 
short-lived. Precision measurments of their electromagnetic moments by use of β-NM(Q)R are given.  
Using the values, discussions are given on their nuclear structures, mesonic effects and furthermore  mass 
renormalization of valence nucleons in the nuclei.   In  parallel to  the studies of the hyperfine interactions, 
detecting the angular distributions of β  rays from the purly spin aligned 8Li,8B, 12B,12N, 20F and 20Na 
nuclei, the alignment-correlation coefficients in the β-ray distributions were precisely determined to put 
experimental limitation on the existence of induced tensor term in weak nucleon currents and, also, the 
mass renormalizations of nucleons in the nuclei.  For the production of pure alignment the conversion 
technique was employed, i.e., large spin  polarizations produced through nuclear reaction and/or optical 
pumping  were converted to the alignment by use of spin manipulation technique. The conversion was 
dynamically realized by applying β-NM(Q)R on nuclei which were forced to interact  with field gradients 
which are in crystals placed in the strong external magnetic fields.

はじめに 	
 
杉本健三先生が契機を作られた「核ﾓｰﾒﾝﾄ研究の第三のﾋﾟｰｸ」に関連する沢山の偉業・業績は既に中井達に
よって先生の還暦の御祝いのおりに”Festshrift”として顕彰された1)．ここではその後に発展し、拡大した分野
の一部をI~IVで紹介する．短寿命核の核ﾓｰﾒﾝﾄ研究そのものと、関連した超微細相互作用研究、及びその技
術を応用して発展したβ崩壊過程研究の一部分野である． 又、異常四重極ﾓｰﾒﾝﾄから核内陽子分布を示唆し
て、重ｲｵﾝ衝突断面積による核物質研究への発展にも触れる． まず、ｲｵﾝ植え込みに伴う結晶中の静・動的挙
動と超微細相互作用に始まり、第二は原子核中局所場、強い力と電磁場の中での核子、ﾒｿﾝ、ｸｵｰｸのﾀﾞｲﾅﾐｯ
ｸｽである．特にこの後者について言うなら、β崩壊過程が良い研究対象あった．ここでは、求める相互作用
が主・許容項の誘導項として現れ、検出量が主要項の10-3以下と微少であった．従って、通常の空間対称を
測る(原子核)研究につきまとう「測定器の非対称」を消去する賢い工夫が要った．しかも、経済的負担を極
力減らして実現可能にしたのが、その後の超微細相互作用研究に負うところが大きい．
　　ここに挙げる研究は微少実験室、micro-laboratory 、を作ることにはじまる．既に示されてきたが 1) 、杉
本は1970年代初めから高ｴﾈﾙｷﾞｰ重ｲｵﾝ衝突過程研究と、衝突による破砕片のOn-Line分離とﾋﾞｰﾑによる研究、
分離片の停留研究を方向付けられた．当時永宮氏がLBLに滞在して活躍していた．南園はDep. Phys. Stanford
大に居て、勤務時間の10%をLBLでの勉強に使う許可を貰い、研究会等に参加していた．引き続き破砕片を
留めて使う分野の日米共同研究がLBLで始められ、高ｴﾈﾙｷﾞｰ 22Neﾋﾞｰﾑ衝突でHigh Dispersion Beam Line の報
告2),3)を出した.　この後、理研のRIPS4) 、放医研の分離器5)が建設され、研究に望む不安定核を研究者に提供
して活躍している．
　我々のβ-NMRには、核ｽﾋﾟﾝ偏極生成が第二段階である．高ｴﾈﾙｷﾞｰ重ｲｵﾝ衝突過程でも反跳角選択と運動量
選択の技術で有用な大きさの偏極が得られる6)．また、ｱﾙｶﾘ金属に属する不安定核は、高ｴﾈﾙｷﾞｰ陽子ﾋﾞｰﾑに
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よる核破片を低ｴﾈﾙｷﾞｰで引き出し、ISOL分離して偏極ﾚｰｻﾞｰ光で光学偏極する方法が大きな成功を収めてい
る7)．偏極20Fの生成には、かってｽﾀﾝﾌｫｰﾄﾞ大理でS.S. Hanna達と共同で開発した、偏極d-beamによる偏極移
行核反応8)が有力であった9)．  最近，ここでは詳述を割愛するが、 RIPSやHIMACで二次軽核ﾋﾞｰﾑBやNの短
寿命同位元素が高い統計で作られ、標準的方法で巨大なｽﾋﾟﾝ偏極を得ている10)．これらの核種については、 
最近RIPS の重ｲｵﾝ１次ﾋﾞｰﾑが増強され、軽い核種に高い収率とｽﾋﾟﾝ偏極に期待が出来て、VdG加速器を用い
た実験条件と競合出来る時代になった10)．     
　第三段階として、偏極核を資料(結晶)中に植え込み、単一等価位置に停留させる技術が不可欠である．次
に、検出器配置の幾何学的知見だけでは、壽命という時間制限もあり、β線非対称測定精度は10-1以下であ
る．そこで、ｽﾋﾟﾝ制御技術で「β放射核集合」にβ線非対称分布という大きな特徴を使って自らの中心を語ら
せた．即ち、 偏極(整列)核集合の偏極(整列)を核寿命の間に多数回反転させ、放射線角度分布を反転毎に測
定して、比較するのである．こうして、ｽﾋﾟﾝ制御で集合の中心を、従って角度分布を、高い精度で計測出来
るようになった．この、ｽﾋﾟﾝ制御に超微細相互作用研究の重要な役割がある．
      ここでの主題である基礎研究には高い放射線計測統計のみならず、実験技術の着実な発展が必要であっ
た．このためには、方法を開発して試す事が出来る装置とﾋﾞｰﾑ時間が不可欠であった．これには強ﾋﾞｰﾑ(低
ｴﾈﾙｷﾞｰ)で安定したﾋﾞｰﾑを、水道の蛇口を捻る感覚で常時、十分に使える環境が良かった．
　　更に経済的なcost/performanceを求め、最も単純明快な実験法を選ぶ、即ち．第三段階の中に入るが、安
価に手に入り室温で使えるSpin Dewar11)の開発(探索)である．自然にない最良の結晶(Spin Dewar)を設計し
て、Synthesizeする発案・発展が出来た．即ち、不安定核と同じ同位元素を含む結晶を使うのが杉本達の
ｱｲﾃﾞｨｱであったが、全く同位元素を含まないｲｵﾝ結晶中超微細相互作用の発見が大きく研究を発展させた．

I.　核磁気モーメントと二重閉核の殻構造
A)   【17F(Iπ=5/2+, T1/2= 64.5s)と41Sc(Iπ=7/2+, T1/2= 0.59s)の精密磁気ﾓｰﾒﾝﾄ測定】
　 この有名な 17F の磁気ﾓｰﾒﾝﾄ測定はβ-NMRの開発と併せては1965年に杉本達によって既知である1) 12)．ま
た1973年に41Scの磁気ﾓｰﾒﾝﾄはPt中に植え込んで測定してある13)．実験誤差極小化のために、β線統計とKnight 
ｼﾌﾄの精密化及びHFIの最適化を行った． 

17Fの磁気ﾓｰﾒﾝﾄ再測定：
　草分けの実験に比べて、16O(d, n)17F反応に使う標的改良と反跳
角度選択で、単位時間あたりの収率を~10倍上げ、核偏極5%を得
た14)．Ed= 3.4 MeVであった．17Fの補集体としてNaF単結晶
(20×20×0.3 mm3)とCaF2単結晶(20×20×0.3 mm3)を室温で、強(保持)
磁場H0= ~4kOe、rf強度~0.13 Oeでβ-NMRを行った．H0の校正測定
は12Bを室温のPt中に植え込んで行った．CaF2単結晶を用いて実験
で得られたNMR新ｽﾍﾟｸﾄﾙは杉本達のﾃﾞｰﾀと同じく線幅が広く旧
実験精度同じ結果を与えた．NaF単結晶を用いて得たｽﾍﾟｸﾄﾙは共
鳴周波数の誤差として1/3小さくなった．ここで、最終結果の不確
定さにchemical shiftの10 ppmﾚﾍﾞﾙで計算が出来た15)．最終的に 

μ(17F; Iπ=5/2+, T1/2= 64.5s)=.72130 ± 0.00025 nmと高い精度の結果を得た.　ちなみに、旧ﾃﾞｰﾀとは1×10-3nmの差
があったが、誤差の範囲である．

 B  【 41Scの磁気ﾓｰﾒﾝﾄと Pt 中Knight Shift】
     既知の41Scの磁気ﾓｰﾒﾝﾄは、これを40Ca(d,n)41Sc反応で生成して反跳角度(dﾋﾞｰﾑから 29°)選択を行い、液体
He温度に冷却したPt中に植え込んで、β-NMRを検出した．この金属Pt中でのKnight Shift( ~5×10-4程度)の不確
定が大きく、|μ| = 5.43 ± 0.02 nmであった13)．今回は41Scを室温に置かれたCaO単結晶中(数mm×数 mm×1mm) 
を寄せ集めて~20×20 mm2 にした)に植え 込んだ． Ed= 4.1 MeVを用い、 偏極はP = 4%である． 検出NMR効
果を２倍にずるために、AFP(断熱通過法)を用い偏極の 逆転を行った．また、 次頁NMRの時間流れに示し
たように、 １ﾋﾞｰﾑ・β計数ｻｲｸﾙの中で、 計数時間を更に二区分して、その接合時間に更にAFP-rf を掛けて再
逆転する という8-AP法を使った． この図で偏極の向きは、rfの掃引幅内に共鳴周波数が含まれて いる状態
である． これは測定器の非対称を消去し、各生成時毎の、また生成時中のﾋﾞｰﾑ 位置の変動、時間的変動
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を消去し、 検出器の非対称を除去に有効である．
次のﾋﾞｰﾑ・ｶｳﾝﾄｻｲｸﾙに図示した、偏極操作順を入
れ換え系統的誤差を更に減ずる事に成功した．
　41Scのβ-NMRが化学ｼﾌﾄのDiamagneticな位置に観
測され、弱いrfで初期ｽﾋﾟﾝ偏極の63%が観測された
ので41ScはCaOのCaｲｵﾝ位置にSc3+　状態であると判

定された．この状態での化学ｼﾌﾄは相対論的効果込みの理論16)で
σ=+(1.62±0.10)×10-3 が与えられ、磁気ﾓｰﾒﾝﾄは、 μ(Iπ=7/2+, σ; 
corrected)| = 5.4305 ± 0.0018 nm, と決定し10倍も精度を上げた．
副産物として、旧ﾃﾞｰﾀとの比較が出来て、Pt中超稀薄(~1012 ヶ/
cc) Scｲｵﾝ のKnight Shiftが、K = {μ(41Sc in Pt, uncorredcted) /μ(41Sc 
in CaO, uncorredcted)} -1 = -(0.4 ± 5.3)×10-4、と決めた．稀薄極限

不純物としての今回の値と、PtSc(3%)合金中Scの実験値+(3 ± 4) 
×10-4 が17)実験誤差の範囲で一致しているのは興味深い．

C　【ｽﾋﾟﾝ及び軌道角運動量のｱｲｿｽｽｶﾗｰ g-因子と核子Deconfinement 効果】
1985年以後に、LS 二重閉殻A = 16と40周りの± 1核子対核の内それまでは実験誤差の大きかったβ放射核
15O、17F、41Scの磁気ﾓｰﾒﾝﾄを高精度で決定した．ﾃﾞｰﾀとｽﾋﾟﾝ期待値などを表に示す． まず、ｱｲｿｽｹｰﾗｰ

ﾓｰﾒﾝﾄは μ(0)=(½){μ(Tz=+1/2)+ μ(Tz=-1/2)}で定義され、ｻﾌｨ
ｯｸｽexpとSで実験と単一粒子理論値を示し、 δμ(0)exp /μ(0)S 

= {μ(0)exp - μ(0)S}/μ(0)S を実験値の理論値からのずれとす
る．ここで、 <Sz>exp = (μ(0)exp - I/2)/(μp + μp -½)、を ｽﾋﾟﾝ
期待値として計算出来る．これらの核種のｱｲｿｽｹｰﾗｰﾓｰ
ﾒﾝﾄの２次の配位混合補正についてIchii達の理論計算
IBA18)、独立にTowner達の理論計算TK19)が既に出来てい
た．彼らの計算では、調和振動準位12♄ω迄もの高励起配
位を取り入れ、tensor correlationを取り入れて実験値の再
現を計った．下に示した、ｽﾋﾟﾝ期待値<Sz>の実験と理論
の比較を見るとIBAとTKの計算は良い一致を示した．し
かし、実験との差は誤差を超えて大きい． 即ち、 Δ/μ(0)S 

= {μ(0)exp - (μ(0)S + μ(0)conf )}/μ(0)Sを見ると実験誤差を超えて、残渣が残る． これは、大きな可能性として、原子
核のﾒｿﾝ交換電流効果か単位核磁子の再規格を示唆している．しかしながら、IBAとTKの非相対論的ﾒｿﾝ交換
電流効果の評価によると、δμ(0)exc/μ(0)S = +0.3%とこれを担うには非常に小さい．即ち、<Sz>exc/<Sz> = +3%と
小さい値に対応しており表中の差異を説明出来ない．ここで、更にIchii達はσωﾓﾃﾞﾙを使って、やや大きな補
正をだす可能性を議論しているので、大きく期待が持てる．しかし、未だこれを評価に取り込む段階ではな
いので、ここでは、核子の核内中再規格を考慮せざるを得ない21), 22)．
　

D　【再規格ｱｲｿｽｹｰﾗｰﾓｰﾒﾝﾄの残渣と核子再規格化効果】
3

β-NMR of 41Sc in CaO： 
rff 	
 掃引巾= 37 kHz/1 ms..　rf振幅を11掃引((１mmss)) 	
 の間にªｻ≤ｲ›ﾝ関数的
に変動させてある．�始めと終わりが3.4Oe、掃引時間中央時
(0.5ms)で36 Oeとした．�このrrff条件一定にして、測定点毎の磁場
毎にNNMMRR 	
 MMaappppiinnggした．�偏極保持とNNMMRR用強磁場はH0=7.7 KOeと
した..磁場の校正は又、μ(12B,1+)をPt(室温)に植え込んで行った．�

 左図8-AP NMR法;　
ΔI(H)= {(RI/RIII) - 1} ΔA (½)(1 + S)、
ΔII(H)= {(RIV/RII) - 1}=ΔA (½)(1 + S)、where S is the 
lineshape function,  ΔA= {Ron/Roff} -1, Ri = U/D,  
with the counting-rates, U and D.



　磁気”ﾓ∞ｰ“ﾒ›ﾝƒﾄ中“ﾒøｿ›ﾝ交換効果は核子ΩｽÀﾋflﾟ›ﾝ・軌道gg--因子に寄与し、核内核子の((自由))運動は核子磁気”ﾓ∞ｰ“ﾒ›ﾝƒﾄの単
位μNeff= e♄/2Mpを再規格化する．ここでMpは陽子の核内実効質量である．そうすると、核内陽子(τ3=+1)と中
性子 (τ3=-1)g-因子が gℓeff= gℓfree(τ3)   + δgℓ(τ3)、 gSeff= gSfree(τ3) + δgS(τ3)、μNeff=μN (1 + κ).　ここで考察の
条件から、 δgℓ(0)exc={δgℓ(τ3=+1) + δgℓ(τ3=+1)}= 0、 δgS(0)exc = {δgS(τ3=+1) + δgS(τ3=+1)}= 0が保持され
る．ｱｲｿｽｹｰﾗｰﾓｰﾒﾝﾄは、
　　　　　μ(0)=[{<ℓz>S + δ<ℓz>conf}[gℓ(0) + {δgℓ(0) exc(1 + κ) + κgℓ(0)}]
　　　　　　　　+ {<Sz>S + δ<Sz>conf}[gS(0) + {δgS(0) exc(1 + κ) + κgS(0))}]．
ここで、 δ<ℓz>confと δ<Sz>conf はΩｽÀﾋflﾟ›ﾝ//軌道角運動量核œﾏƒﾄÿﾘØｯ∏ｸΩｽ期待値への配位混合補正、gS(0) とgℓ(0) はそれぞ

れの±ｱ≤ｲøｿΩｽ∂ｶ◊ﾗ∞ｰg--因子である．�ここで核ΩｽÀﾋflﾟ›ﾝ、I= ℓ+S、は良い量子数なので、I = {<ℓz>S + δ<ℓz>conf} + {<Sz>S + 
δ<Sz>conf}= 0であるので、結局、次の関係を与える、
  　　  κ = {gℓ(0)(experiment) -  gℓ(0}/gℓ(0) = δgℓ(0)(experiment)/gℓ(0)、そして//又は
　　　κ = {gS(0)(experiment) -  gS(0}/gS(0) = δgS(0)(experiment)/gS(0).
これを実行するために、実験値に対して、理論1188))1199))から配位混合、Ωｽ Àﾋflﾟ›ﾝ√ﾃ›ﾝøｿŸﾙ項、配位混合と“ﾒøｿ›ﾝ交換電流と
のcross 項、相対論的現象2200))補正を加えなければならない．�ここでは、±ｱ≤ｲøｿÕﾍfiﾞ∏ｸƒﾄŸﾙ項の取扱いを省略するが、

結果として 実効gℓ(0)--gS(0) と効gℓ(1)--gS(1)¡ﾁ¨ｬ∞ｰƒﾄを 	
 次頁上図に示

す．�核œﾏƒﾄÿﾘØｯ∏ｸΩｽを次頁左図に整理した．� A= 41、39核についてTK
理論、IBA理論の核œﾏƒﾄÿﾘØｯ∏ｸΩｽをそれぞれ使って δgℓ(0)平均して用い
てκ(from δgℓ(0))=δgℓ (0)/gℓ (0) = +(3.3 ± 0.6)%を得て、又 κ(from 
δgS(0))= δgS (0/gS (0 = +(8.5 ± 5.4)%を得た．�ここで、誤差は平均前
の値を含むように広げてある．�同様に、A= 16体系について解析
を行うと、κ(from δgℓ(0))= δgℓ (0)/gℓ (0) = +(1.2 ± 0.9)%、 κ(from 
δgS(0))= δgS (0)/gS (0) = +(10.5 ± 5.0)%を得て、 A= 40体系と同程度
の再規格量を示した．山崎達がPb領域で得ている8%より21))小さ
いが、この軽い領域で~３%程度のｸｵｰｸde-confinement 効果が観
測される．

 E   【陽子と中性の実効ｱｲｿﾍﾞｸﾄﾙ g-因子】
　ｱｲｿﾍﾞｸﾄﾙ磁気ﾓｰﾒﾝﾄについて同様の解析を行った．  
 μ(1)exp - (δμ(1)cross + δμ(1)P + δμ(1)def + δμ(1)rel)  = {<τ3ℓz>eff × gl(1)(exp.)} + <τ3Sz>eff × gS (1)(exp.)},   
を得た．ここで、 <τ3Sz>eff = <τ3Sz>S + δ<τ3Sz>confで定義される．軌道角運動期待値は、
<τ3ℓz>eff = <τ3ℓz>S + δ<τ3ℓz>confで与え、 δμ(1)conf = gl(1) × δ<τ3ℓz>conf + gS(1) × δ<τ3Sz>confで与えられる．ここ
で、 gl(1) と gS(1) は自由核子のｱｲｿﾍﾞｸﾄﾙg-因子であり、 δμ(1)conf とδ<τ3Sz>confはIBAに与えられている． gl(1)ー
gS(1) ｸﾞﾗﾌを 前頁図(Effective g-factors 図)の下図に示し
た．A= 39 と41、及び15と17体系のそれぞれの交点
から得られた数字を下記のﾃｰﾌﾞﾙに示す．例えば、A= 

4

Effective g-factors 
Values were obtained from the LS doubly closed shell 
±1 nucleon nuclei. Isoscalar magnetic moments are 
plotted using the nuclear matrix elements given by Ichii 
et al. ref. 18). For example, the crossing point of the 
A=41 and 39 gives a set of gℓ(0) 	
 aanndd 	
 gS(0) values.  Also, 
gℓ(1) 	
 aanndd 	
 gS(1)  are given for isovector magnetic 
moments.



40近傍核子では、 δgℓ(proton) = +0.100、 
δgℓ(neutron) = -0.0975、 δgS(proton) = 
+(0.851±0.003)、 δgS(neutron) = 　- (-0.606±0.003)が得
られた．誤差は実験誤差のみである．宮沢の予言通
り、軌道角運動量g-因子の再規格化はOne-pion 
exchange過程できまり23)、 δgℓ(τ3) = 0.1τ3を良く再現
する． δgSについては，山崎や24)、杉本達25)の結果を
再現している．ここで、ｱｲｿﾍﾞｸﾄﾙ量は、その補正が
大きく芯の変形や相対論的補正に依存するので、こ
こでの実験値の高い精度の評価にはこれらの理論値

の更なる精密精密化が望まれる.

F　【9C-9Li (T= 3/2)対の 異常ｽﾋﾟﾝ期待値 <σZ> とｱｲｿｽﾋﾟﾝ対称の破れ】
　下図に、A = 41以下のT= 1/2、3/2に属する鏡映対既知の磁気ﾓｰﾒﾝﾄから <σZ>の実験値を求めた．杉本によ

って25)良く知られているように、値は、殻初めと終わりの
<σZ> = ±1の値で押さえられて、中間領域はこの間に系統的
に分布して、良く殻ﾓﾃﾞﾙ(配位混合)で説明された．T= 3/2 
ｸﾞﾙｰﾌﾟの対は６組あり５組はこの系統性に整合する．とこ
ろが、松多によると殻中央 (A= 9) にある9C-9Li 対のみが
<σZ> = 1.44と１を異常に超えた26), 27)．有馬はこれを二核準
位の軌道角運動量に非対称が存在することに起因すると見
た28)．Utsunoはさらに発展させて29)、psd殻配位混合で中性
子<ln>が陽子<lp>に拡散したために9Cの磁気ﾓｰﾒﾝﾄμ = -1.91 
nmの予定が、-1.54 nmに抑えられるという結論を得た．勿
論、対の相手である9Liでも同じ事情が起こっているがこ
こではisospin symmetry breakingは起こっていない．ところ
が、9C核のみにThomas Ehrman 効果でs1/2 が下がる効果が
あるため、<ln>から<lp>への拡散は更に進み、磁気ﾓｰﾒﾝﾄ
を0.16 nm押し下げることになる．見かけ上<σZ>の実験値が

+1を超えて0.4程上昇すると結論づけている．

II．ｲｵﾝ結晶内電場勾配理論と電気核四重極ﾓｰﾒﾝﾄ ー核構造解明に向けてー
 　Meyer-Jensenが殻模型を提唱したときに、四重極ﾓｰﾒﾝﾄの質量数依存性も大きな役割を演じた30)．引き続
き、模型の証左に重要な不安定核研究が可能になり精緻な理解とそれによる多数の応用発展が進められた．
我々にも、0p0d0f殻中のβ放射核である約20核種について、草分けの仕事、または決定的に精度を上げた仕
事がある．特こ鏡映対に着目し、又LS二重閉殻近傍核種に注目したのである．これらの構造解明には
OXBASH31) やHF 32)理論が強力であった． 
　しかし、明快であったはずだったのに、今でも解き切れていない問題が幾つか残っている．まず一次の配
位混合が無いか少ない核、A= 16+1核子核 17F(Iπ= 5/2+, T1/2= 66 s) と33)、 関連の発端19mF(Iπ= 5/2+, T1/2= 89 ns)の
四重極ﾓｰﾒﾝﾄ34)に関連する殻理論とｲｵﾝ結晶内電場勾配理論の問題を再考する35)．即ち、実験的には適切に
eqQ/hを決定出来たが、Fの安定同位元素には19F(Iπ= 1/2+)しかなく、使った電場勾配qの実験的決定が不可能
で、理論計算に依存するしかない．又、Qの核理論計算には、殻理論による核ﾏﾄﾘｯｸｽ計算の他に、電気四重
極巨大共鳴現象による核子実効荷電eeffの理解36)が必要不可欠であり、これらが共に重要な研究の対象であ
る．ここでは殻理論と電場勾配理論どちらも譲らず、未だに解決していない、不整合を明らかにする．次に
A= 40＋1核子核41Sc(Iπ=7/2-, T1/2= 0.596s)を決定したので、鏡映対41Ca(Iπ= 7/2-) と併せて殻構造とA = 40芯の変
形を議論する．勿論、四重極ﾓｰﾒﾝﾄは核子の核内角度分布だけではなくて、動径方向の空間分布、ﾊﾛｰにも関
係する32), 37)．即ち核子の分離ｴﾈﾙｷﾞｰの大小が重要な因子になる．
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A  【17F(Iπ=5/2+, T1/2= 64.5 s) と 19mF(Iπ=5/2+, T1/2=89 ns, Ex=197 keV)の四重極ﾓｰﾒﾝﾄ】
　歴史的には17F(Iπ=5/2+)の研究からではなく、杉本達による19mF(Iπ= 5/2+, T1/2= 89 ns) の測定34)から始まっ
た．これは19F(p,p’)19*F反応で生成するｽﾋﾟﾝ整列させた19*Fを、その反跳ｴﾈﾙｷﾞｰを使ってClF分子(但し実際は
凍結個体ClF)のFに置換してeqQ/hを測定、新しい研究法法も開発した．結果は、 |eqQ/h| = 82.7 ± 4.0 MHz で
あった．分子ClF内の電場勾配q= 3.21×1022 V/m2 はTowns達の経験則に基づいて38)金森が与え, |Q(19mF)| = 110 
± 22 mb を得た、但し ±20%はqの不確定性によっている．その後、この 19mF を用いて多くの結晶(MgF2、
MnF2、NiF2、CoF2等)の電場勾配 qの測定39), 40)が多く行われたが、電場勾配解明には理論の問題が残った．
　引き続き南園達が17F(Iπ= 5/2+, T1/2= 66 s)をMgF2単結晶のF位置に植え込みβ-NQRの測定33)から |eq(17F in 
MgF2)Q/h| = 8.41 ± 0.24 MHz and η = 0.34 ± 0.02 を得た．核ﾓｰﾒﾝﾄの比Q(17F)/Q(19mF)は精度良く決定出来たが、
Q(17F)値を決定するには、ClFの個体と分子状態のqの違いとTownsのﾓﾃﾞﾙに問題があり、絶対値にについて
の疑問が残った．ただ、 誤差は大きいとは言え、Q(17F)及びQ(19mF)実験値は一粒子単純殻ﾓﾃﾞﾙ予言値と良く
一致していた．ここまでは、1985年の”Playing Field of Physics” 1)以前である．

金属弗化物中FのFull Potential KKR電場勾配計算
　小倉達は金属弗化物について、密度関数枠組みにFull potential Korringa-
Kohn Rostoker(KKR) Green’s function 法41), 42), 43)を用いた理論を発展させ、
新しくq計算を行った．結果の信頼度を見るべくまず理論計算を16金属
(hcp構造) 結晶について行い、得られた結果を左図に示す．既知の実験値
と比べた結果、どの計算値よりも信頼出来て一致が良く、±10%で再現す
る．図中FP-KKRは小倉達の計算であり、FLAPWはP. Dufek達のFull pot. 
linear augmented-plane waveによる計算結果 44)である．彼らは未だ、円形
ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを採用しているので、今回の理論計算の一段階前と理解される． 
それでも、FLAPWが意外とFP-KKRに近くなっている．
　Metal-Fluorideについて計算を行い MnF2 についてq(F in MnF2) = 
-6.76×1021 V/m2 及び η = 0.42、 NiF2 についてq(F in NiF2) = -12.32×1021 V/

m2 及び η = 0.50を得た．そして、MgF2について q(F in MgF2) = -5.15×1021 V/
m2 及び η = 0.34、CoF2について q(F in CoF2) = -7.15×1021 V/m2 及び η = 0.37 
を得た．実験的に 19mF について得られていた各結合常数を理論値と左図の

ように比較した結果、 19mF(Iπ= 
5/2+, T1/2= 89 ns) の核四重極ﾓｰﾒﾝﾄ
を Q(19mF) = -73 ± 9 mbと、既知の
値より著しく小さい．
　今回のMgF2結晶中Fについて
得られた電場勾配と17F、20F、21F
についての実験値、 | eqQ(17F)/h | 

= 8.41 ± 0.24 MHzとη = 0.32 ± 0.02、 | eqQ(20F)/h| = 5.77 ± 0. 02 MHzとη = 
0.317 ± 0.002 46), 47)、 及び | eqQ(21F)/h | = 9.94 ± 0.09 MHzとη= 0.32 ± 0.0245)

を使って|Q(17F, 5/2+)| = -68 ± 9 mb、|Q(20F, 2+)| = -46 ± 5 mb、|Q(21F, 5/2+)| = 
-80 ± 9 mbを得た．Qは核子分布ﾏﾄﾘｯｸｽ qπとqν 及び核子の実
効荷電を使って与えられる．Qexp = eπeff qπ  + eνeff qν ,   qτ = 
(16π/5)1/2・Σeτeff・(1/2 ± tz)ri2・Y20(Ωi).   左表でOXBASHと
HFによる理論値を示す．理論値は系統的に実験値より15~ 
30%大きい．あまつさえ17Fの場合、北川が小さい陽子分離
ｴﾈﾙｷﾞｰ0.6 MeVを考慮に入れると32)、ﾊﾛｰ効果で陽子が動径
方向に染み出て理論値が25%も大きくなる．実効荷電の異
常が起こっていると理解出来る．21Fの場合には分離ｴﾈﾙｷﾞｰ

は11MeでHalo効果はない．逆に北川の核ﾏﾄﾘｯｸｽと実験値から、eνeff = 0.36e,   eπeff = 0.90eと、陽子実効電荷が
異常に小さい．LS閉殻 の+1核子がﾊﾛｰで あると核四重極巨大共鳴が大きく抑えられる可能性を示唆する．

B  【LS二重閉殻(A= 40)  +1核子鏡映対、41Sc-41Caの核四重極ﾓｰﾒﾝﾄと芯変形】
　41Sc(Iπ=7/2-, T1/2=0.59s)の電気四重極相互作用検出に使える結晶にSc金属結晶やSc2O3な どがある．Sc金属
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左図 実験値eqQ(19mF)/h と理論qの比較: 
19mFを MgF2 、 NiF2 、 MnF2 、 CoF2 中に入
れて得 られた結合常数実験値を小倉達の理
論計算と対比してある．傾きが Qとして得
られる．蔭は今回の理論値の誤差を示す．

OXBASH、HFによる理論値：但し、# ref. 35)、 ## 

eνeff	
  =	
  0.50e、eπeff	
  =	
  1.3e	
  ;	
  ref.	
  36)	
  and	
  ref.	
  45)． ##  eνeff	
  
=	
  0.34e,	
  	
  	
  eπeff	
  =	
  1.323e;	
  ref.	
  46)	
  and	
  ref.	
  32).



中安定同位元素45Scの電気四重極相互作用eqQ/hが既知であるが、 金属中ｽﾋﾟﾝ緩和時間が室温で短い(T1⪍ 
0.1s)ためにScの冷却装置が必要となり困難が伴う．又Sc203中では、電場勾配が複雑 であるために困難が伴
う．そこで、我々が発見したｽﾋﾟﾝDewarTiO2結晶を使うことにした．まず、電場勾配ﾃﾝｿﾙを測るるために
45Sc-dopedﾙｰﾃｨﾙ単結晶(Tetragonal)、Ti1-xScxO2　(x= 0.3% of Ti atoms) (15φ×30mm)、を人工的に合成した48), 49).  
結晶育成時に、原子数比45Sc/Tiが0.3%になるべく45Sc203粉末をTiO2粉末(純度99.99 %)に混合した．X線解析
で結晶が歪んでいないことを確認してある．電場勾 配の測定49), 50)には、磁気量子数 m = -1/2⇆1/2準位間の

2nd order 四重極shiftを、 磁場強度H0= 7.0 T及び9.4 TでFT-NMR法
51)で室温計測した．H0 = 7.0 T及び9.4 T磁場２点での測定は、四
重極相互作用と非当方科学ｼﾌﾄを分離するためである．結晶軸
<001>⊥H0に置き、<001>に殆ど平行な軸の周りに回転させて、四
重極２次ｼﾌﾄをFT-NMR法で計った．回転軸方向はﾃﾞｰﾀ解析からも
高精度に求まる．左図に各磁場でのtetragonal構造に起因する２遷
移を図示した．即ち、２つのVZZが(001)面内の<110>とこれに直
交する方向とにあるので、遷移二本が観測された． |eqQ(45Sc in 
TiO2)/h| = 11.02 ± 0.01 MHz.  η = 0.5983 ± 0.003であった．VYY//c-
axisであり、非当方化学ｼﾌﾄはσxx = 61.6 ± 0.6 ppm、σYY = 3.6 ± 0.4 
ppm、σZZ = -65.2 ± 0.7 ppmであった．文献ref.50)の電場勾配はこ
の値で補正した．なお、 45Sc濃度x= 3%の資料についてもX線解
析とFT-NMRを行い差異がなかった．

　次に、41Scを純粋TiO２ (20×20×0.3 mm3)結晶中に反跳植え込み 
を行い、β-NQR を観測した50)．強度一定の保持磁場H0= 0.60 Tをｽﾋﾟﾝ偏極に平行に掛け、結晶c軸もH0に平行
に置き、β-NQR(多重rfNMR)をνQの関数で観測した．結果を下図に示す50)．新qﾃﾝｿﾙを使った理論曲線で解析
した結果、|eqQ(41Sc)/h| =  7.31 ± 0.07 MHzを得た． 線幅の解析から電場勾配に拡がり、Δq/q ~ (8.7 ± 
0.012)%、 が見られた．これはMgF2中の17Fの観測で見られた5.6%に比較してやや広い．|Q(41Sc)/Q(45Sc)| = 
0.66 ± 0.01が得られ、45Scの原子微細相互作用52), 53)とSternheimer  Polarization54)を再解析して、新たに、
Q(45Sc; 7/2-) = -236 ± 2 mbを結論出来たので、最終的に|Q(41Sc)| = 156 ± 3 mbを得た．

　一方、41CaのQ決定に用いたQ(43Ca；安定)の導出に再検討を加
え不確定さを除いた55)．即ちFisher がCa(3d4s, 1D2) が開発した多
重配位Hatree-Fock理論56)を、実空間をf-、g-迄広げ、相対論的効果

と2p配位を加えて再計算した．その結果原子電場勾配q(Ca: 3d4s, 1D2)= 3.579 ± 0.0075 a.u. を得た．更に、そ
れ故Q(43Ca, 7/2-)=  55.2 ± 1.1 mbを結論し、 既知のﾓｰﾒﾝﾄの比Q(41Ca, 7/2-)/Q(43Ca, 7/2-)= 1.63 ± 0.01から57)、
Q(41Ca, 7/2-)= -90.0 ± 1.8 mbを結論した．
　さて、Richter達が41Ca-41Sc基底準位のQを、0f1p殻にある核に適用出来る実効相互作用(FPD6又は, FPM13)
を使って、理論計算した58)．実効電荷はDharによって与えられた59).　彼らの 実効相互作用は共に次の同じ結
果を与えた．Qth(41Ca, 7/2-)= -73 mb、 Qth(41Sc, 7/2-)= -51 mbと実験値より共に~10%小さい．一方北川達60)が芯
の外にある１核子についてWood-Saxon potentialを、40Ca芯については 61)球形調和振動子potentialを使って解い
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  FT-NMR of 45Sc  
   左図は 45Sc(Iπ= 7/2-) の Ti1-xScxO2(x= 0.5% of Ti atoms)
中FT-NMRである． 45ScはTi原子に置換している.  Hに
直交する<010>に殆ど平行な軸の周りに結晶を回転し
た． 磁場はH= 7.0 Tと9.4 T中で m= ±1/2⇆∓1/2 遷移を 
回転角度の関数で観測した．強磁場２点での測定は非
当方化学ｼﾌﾄの分離が目的である．

β-NQR of 41Sc(Iπ= 7/2-, T1/2= 0.59s) in TiO2：
β線非対称度変化をνQ = 3eqQ/2I(2I-1)の関数で測定(文献ref. 
50)した．実験条件は、H0= 0.6T、結晶c軸//H0、H1~0.1mT、
核反応生成初期偏極P0= 3%、整列もf2 = 0.03 ± 0.01が見られ
た.　新しいqﾃﾝｿﾙで再解析を行った．実線はﾃﾞｰﾀにBest fitし
たI= 7/2の理論曲線である．η = 0.5983 ± 0.003を使った．結
晶の植え込みに伴う損傷などのために電場勾配に拡がり、
Δq/q ~ (8.7 ± 0.012)%、 が見られた．



た．WS potentialの深さは単一粒子準位の核子分離ｴﾈﾙｷﾞｰを再現するよう調節した．それ故に分離ｴﾈﾙｷﾞｰが
1.1 MeVと小さい41Scの陽子空間延伸は少なくとも41Ca中の深い中性子のそれと対称的ではない．41Caの陽子
一粒子分離ｴﾈﾙｷﾞｰが8.4MeV、中性子について8.9 MeVの場合について、核ﾏﾄﾘｯｸｽqth(21) = -107.5 mb、qth(20) = 
0 mbと与えて、Qth(41Ca, 7/2-) = -68.8 mbが得られる．これは実験値-90.0 ± 1.8 mb から22%もづれる．これに
対して、陽子がゆるく束縛されている41Scの場合は、qth(20) = 0 mb、 qth(21) = -115 mb 与えて, Qth(41Sc, 7/2-) = 
-151 mbを与える．実験値 |Qexp(41Sc, 7/2-)| = 156 ± 3 mbより3.2%しか小さくない．この実験値とのづれを、
40Ca芯の変形の結果とすると、北川の値を 41ScにRichterの値を 41Caに使い、変形によるQdefを使って、実験値
は、 Qexp(41Ca, 7/2-) =  Qth(n) eneff + Qdef mb = -90 ± 1.8 mb、 Qexp(41Sc, 7/2-) = Qth(p) epeff + Qdef mb = -156 ± 3 mb.  
双方から２ヶの独立な、 Qdef(from Ca) 	
 == 	
 --1177 	
 ± 2 mb、と Qdef(from 41Sc) 	
 == 	
 --55 	
 ± 3 mbと異なる．40Ca芯をﾊﾟﾝｹ
ｰｷ型と仮定して、離心率をε = (Rz - Rx)/R0で定義すると、δQ = (⅘)Z<r2>  = 2.7ε bが付加される．41Caが41Scよ
り変形が大きい．離心率に換算すると、41Caについては、 ε = -(0.63 ± 0.08)%と小さいが、有為な変形が結論
され、この結論は、野村62)、Grace達67)のE2遷移からの変形の量と整合している．しかし、41Scについては ε 
=(0.19 ± 0.11)% を与え、より球形に近く有限のｱｲｿﾍﾞｸﾄﾙ成分が存在を示唆する

C  【一中性子分離ｴﾈﾙｷﾞｰが小さい16N(Iπ=2-)のQと異常実効電荷】
　一方、ｽﾋﾟﾝDewar、TiO2結晶、中16N(Iπ=2-, T1/2= 7.14 s)のβ-NQRでeqQ/hを測定し64)、12N (Iπ=1+, T1/2 = 11 ms) 
のβ-NQRで決めた電場勾配65)を使って、|Q(16N; 2-)| = 17.9 ± 1.7 mbと決めた．北川の理論式66)、一中性子分離
ｴﾈﾙｷﾞｰEn= 2.49 MeVを取り入れた、Hartree Fock波動関数で得るQHF= -60.4eneff -5.1epeffを使うと、実効電荷が
eneff= (0.20 ± 1.7) e と決まり、これは他のd5/2準位核子に系統的に識られている実効電荷の40%にしか達せず、
異常に小さくなっている．
　　ここでの結果は、上記17F、41Scの結果とも併せて、LS二重閉殻に単一核子を付加(ﾊﾛｰ状態)した際に
は、閉殻を構成する芯の電気四重極巨大共鳴は弱くにしか起こらないことを示唆する．

D   【陽子過剰核8Bの四重極ﾓｰﾒﾝﾄと陽子ﾊﾛｰ】
　我々の測定によると8B(Iπ　=2+)の四重極ﾓｰﾒﾝﾄはQ(8B; 2+) = +(64.5 ± 1.3) mbとなった93-96),．佐川達の、一陽
子分離ｴﾈﾙｷﾞｰ、 Ep= 0.18 MeV、 を取り入れた、WS波動関数と実効電荷での予言値、qp(Th; 5陽子, Shallow)= 
49.5 mb、は実験値qp(exp;5陽子)= [Qexp(8B, 2+) - eneffqn(Th;3 中性子)]/epeff= 46.3 mbと数%以内で実験を再現す
る．一方深く結合している５ヶの陽子について qp(Th; 5陽子, Shallow) = 24.3 mbと実験値の半分しか説明しな
い．この、 Ep= 0.18 MeV 状態に居る陽子の空間分布を理論計算すると、明瞭に動径方向に伸びて膨らみ、
暈状態を示した．これから強く陽子暈の存在を示唆した． 確かに、中性子暈は自然だと受け取られた92)．そ
れに反して一陽子分離ｴﾈﾙｷﾞｰ，Ep= 0.18 MeV、が小さい8B(Iπ　=2+, T1/2= 769 ms)核には、陽子暈は、その核内
陽子間のｸｰﾛﾑﾎﾟﾃﾝｼｬﾙのため且つ１陽子(が0p1/2準位にあるために起因する)軌道角運動量による遠心力ﾎﾟﾃﾝｼｬ
ﾙがのために、安定には形成されないと思われていた． 幸いその後、福田達が 高ｴﾈﾙｷﾞｰ8Bによる9Be( E = 
40A と60A MeV)の、12C及び27Al標的との反応断面積測定から8Bの空間密度分布を測定し98)、動径方向の密
度分布にlong-tailが実証され、四重極ﾓｰﾒﾝﾄからの結論と整合した．
　この研究は後で述べる「IV 反応断面積と核子密度分布」の研究に繋がった．

III.  弱核子流SCCの存在限界; 純粋ｽﾋﾟﾝ整列核-β線のβ線角度相関測定
A    【弱核子誘導ﾃﾝｿﾙ項：SCCの存在限界】　
　標準電弱ｹﾞｰｼﾞ理論の枠組みの中で67)、弱い相互作用と電磁気相互作用が統一されて、CVCが成立し弱核
子流にSCC68)が存在しない事が提唱された．この存在限界を低ｴﾈﾙｷﾞｰ領域、β崩壊で、定量する研究が続け
られReviewが出版69-72)されている．まず弱核子過程ではV-A相互作用はHI =(½)½(Vμ + Aμ){ψーeγμ (1 + γ5)ψν} + 

H.c.  で記述される．ここで、VμとAμ はﾍﾞｸﾄﾙと軸性ﾍﾞｸﾄﾙ流で
ある．核子流はDiracﾏﾄﾘｯｸｽγμ、と4次元運動量qμでを使って左
式で記述される．σμν = [γμ, γν]/2i、pは母核の4次元運動量、Mは
核子質量である．gVは主ﾍﾞｸﾄﾙ流の、gAは主軸性ﾍﾞｸﾄﾙ流の結合
定数で、他に４つの誘導項がある．まず弱磁気項gM、誘導ﾃﾝｿﾙ

項gT、誘導ｽｶﾗｰ項gS、擬ｽｶﾗｰ項gPである．ここでG = C exp(iπTy)を定義し、U = exp(iπTy)は荷電空間のy軸に
ついての180°回転を表す．更に、GVμG-1= +Vμと GAμG-1= -Aμと変換する核子流をG-ﾊﾟﾘﾃｨ正常First Currentと定
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義して、逆符号に変換する流れをSCC(第２種核子流)と定義する．今までにgM、gS、gP項は保存則を満たし
て良く知られている73).　ところが、擬ﾍﾞｸﾄﾙ流は保存せず、又その中の誘導ﾃﾝｿﾙ項は電磁相互作用にも対応
する量がないために、実験的に確認の作業が続けられてきた．そこでOsakaｸﾞﾙｰﾌﾟはA= 12体系のｱｲｿｽﾋﾟﾝ三
重項を研究して、gT = -2MfT/fA = -0.15 ± 0.12 ± 0.05 (現在90% 信頼度)と追い込んだ74)．ここで、 gT = -2MfT、 
gT = -fAである．既に小さい量である事が示されたが、強い相互作用のために偶然に隠されている可能性を否
定出来ない75), 76)．そこで、更にA= 8、20体系の鏡映β崩壊の、ｽﾋﾟﾝ-β線角度分布相関項決定を行った77), 78)． 
勿論過去にβ-α、β-γ相関実験が行われてきたが、弱磁気項を使って2nd禁止form-factor fを評価するのに使う
M1-γから、その中にM1/E2混合比の知見不足等が有り、結論を引き出せていない．我々は、A=8系でｽﾋﾟﾝ整
列核からのβ線角度相関係数を決め、これとβ-α相関係数と結合出来た77)．双方の相関係数を同時解析出来
て、 (b - dII)/Acや高次の核ﾏﾄﾘｯｸｽの結合常数を仮定なしに引き出すことが出来た．ここで、b/Acは弱磁気
項、dII/Ac= gT/gAは誘導ﾃﾝｿﾙ項である．  
　その上で更に、A = 20系の20F(Iπ= 2+, T1/2= 11.07s)と20Na(Iπ= 2+, T1/2= 447.9 ms)のβ線角度分布のｽﾋﾟﾝ整列相関
項の測定を初めて成功78)させた． この系では二つの母核からの崩壊ｴﾈﾙｷﾞｰの差が大きいための困難もあっ
た．実験結果の相関係数は既知のβ-γ角度相関ﾃﾞｰﾀと結合して、 (b - dII)/Acを曖昧さなく決定出来た．この系
ではこの手続が、擬ﾍﾞｸﾄﾙ中２次禁止form-factor j2とfの決定に、重要であった．

偏極20Fの生成と植え込み　　
　左図に20Fの実験装置を示す．偏極dﾋﾞｰﾑ(6MeV)で19F(d,p)20F反
応を起こし8)、偏極20Fを生成した． UTTACのPIS 偏極ｲｵﾝ源か
ら1.2 nAのdﾋﾞｰﾑを得た． この方法の特徴は、dﾋﾞｰﾑの全ｴﾈﾙｷﾞｰ
を利用出来て(厚い標的が使えて)、生成核全てを捕獲利用出来
るので収率 (~105/s) が非常に高いことである． 標的はMgF2(単
結晶; c軸//H0、100±10 μm厚)で補集結晶を兼ね、NMR用磁石の
中央に置いた． dﾋﾞｰﾑ飛程は~100 μmで、20Fの飛程は~２μmで
ある．外部磁場H0= 0.2500Tをdﾋﾞｰﾑの偏極方向に掛け偏極の保
持と、ｽﾋﾟﾝ制御のNMRに使った．高周波磁場は左図に示したrf 
ｺｲﾙで、H0に垂直に掛けた．標的中に造られる25Al(T1/2=7.2s)、
27Mg(T1/2= 9.5 ms)下地核からのβ線寄与はｴﾈﾙｷﾞｰｽﾍﾟｸﾄﾙ fitで差し
引いた．
                                                                                                               　　　　　　　　
　　　　　　　　偏極20Naの生成と植え込み

　TRIUMFの500 MeV陽子ﾋﾞｰﾑでSiC標的を
照射して生成20Naを表面ｲｵﾝ化ｲｵﾝ源から引き
出し他から質量分離して、40.8 keVﾋﾞｰﾑを得
た．ﾋﾞｰﾑはISAC-Iの偏極ﾋﾞｰﾑｺｰｽ79)に搬送し
左図の整列相関測定器に繋いだ．Naを中性
化してCollinear光学ﾎﾟﾝﾌﾟ法で核ｽﾋﾟﾝ偏極を
作った．再度ｲｵﾝ化後搬送した．補集体とし
てMg結晶(hcp, c軸//H0, 200± 50 μm)、ZnO結
晶(hcp, c軸⊥H0,100±10 μm)を室温で使い、内
部電場勾配を得た．偏極保持及びｽﾋﾟﾝ制御
用強磁場は永久磁石で作り、H0 = 0.528Tであ
る78),79)．ｽﾋﾟﾝ偏極⇆整列変換(ｽﾋﾟﾝ制御)は基
本的にA=12体系に用いた技術74)と同じであ
る．但し、今回核ｽﾋﾟﾝがI=2で、磁気準位が

５本に分裂して4本のrf操作が必要である．次頁上図にｽﾋﾟﾝ偏極⇆整列変換の時間・rf ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを示した．4本
のrf個別にAFP又は Depolarizationを操作して１ﾋﾞｰﾑ-β計数ｻｲｸﾙの中のβ計数時間に、 A1;初期偏極P⇨整列(時
間III; +)⇨偏極⇨整列 (時間VIII; -)⇨偏極を得て各状態の偏極度を測って、その偏極値からIII、VIII時間の正
負の整列を計算 出来た． この時間のβ線ｴﾈﾙｷﾞｰｽﾍﾟｸﾄﾙの比較から相関係数を得た．更に A1ーA2との比較を
行うと、測定系からの系統的な誤差を除去出来た．次頁右図に測定された整列相関項を、β-γ相関係数と共
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に、β線全ｴﾈﾙｷﾞｰの関数で 示した81), 82)．実線と点線でβ
線-整列相関係数(実線)とβ-γ相関係数(点線)に同時に
best fit理論曲線を
示した．これか
ら、(b - dII)/Ac = 

8.41 ± 0.31(stat.) ± 0.24 (syst.)が、ｱﾅﾛｸﾞγ崩壊強度から弱磁気項b/Ac = 
8.51 ± 0.28が得られて、 dII/Ac = 0.18 ± 0.42(stat.) ± 0.24(syst.) =  
0.18±0.48 (total) を得た．これは、SCCが無いという他の系からの結
論77)、A= 8; dII/Ac = -0.24 ± 0.31、 A= 12; dII/Ac =-0.15 ± 0.17と整合す
る74)．QCD Sum rule83) は(mu - md)/M~0.004と予言し dII/Ac = +0.0152 ± 
0.0053を与える.これとも矛盾しない．実験値の更なる精度向上が望
まれる．
　一方、久保寺達はG-ﾊﾟﾘﾃｨ非保存ﾒｿﾝ流の寄与、off the mass-shell
効果を考慮に入れて、制限を次式κ = ζ + λL ≃ gT/2Mと加えた.  ここ

で、Lは2体遷移Operator
のﾏﾄﾘｯｸｽで84), 85)、岡達
の値86)を使った.　左図
にKDRﾓﾃﾞﾙによる分析
を図示する．ここではLにShort range 相関項は入れていない．蔭
を付けた部分はA =20の結果であり既知であった薄い影から大き
く改善した．実線の楕円の内側は全ﾃﾞｰﾀの1σの信頼度を満たす
領域である．
　　
B  【Axial Chargeの巨大ﾒｿﾝ効果と質量再規格】
　12B-12C-12Nのｱｲｿ三重項Iπ= 1+から12C (Iπ= 0)へのβ崩壊のｽﾋﾟﾝ整
列相関項B2(E)/B0(E)は次式87), 88)、
　(1/E)B2(E)/B0(E) = (⅔){±(a - fT/fA) - y∓/2M}、で与えられる．こ
こで、Eはβ崩壊全ｴﾈﾙｷﾞｰ、aは弱磁気項、 ∓ 記号は 12B (β-)、

12N(β+)崩壊を示す、y∓がAxial charge(Time-like compon-ent)であ
り、y = -2M∫ iγ5r/∫σ で定義される．実験的には 係数の和、 [(1/
E)B2(E)/B0(E)]12B + [(1/E)B2(E)/B0(E)]12N = -(2/3)(y/M)、が純粋に曖
昧さ無く決定出来る．但し、 y = [y-(12B) + y-(12N)]と定義する．実
験は、 yexp = 4.90 ± 0.10を90%信頼度で決定した87). 森田達のIA+芯
励起理論で yIA = 2.85を与え 著しく小さい88)、（その中で 芯励起
寄与は-0.32 ± 0.03．soft-π寄与をHauge-Maripuu模型89)で計 算し 
て，ysoft-π = 1.30を得た (芯励起寄与は-0.32 ± 0.03)．従って ytheor =

左図；核内核子質量再規格実験値
理論からM2/M1=0.5 ± 0.1を得てm*を引き
出した．．黒丸が今回の結果で、白丸は
第一次禁止β崩壊の分析で、子核は磁気ﾓｰ
ﾒﾝﾄから得た．
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左図; 20Na計測時のA1β計数時の区分と偏極測定． 
A1ｼﾘｰｽﾞを10区分し、(ﾋﾞｰﾑを止めた時間から各区分を
I~X時とした)、各区分に観測された偏極を白丸で示し
た. 第IIIとVIII区分時に純粋整列(逆符号)を作った．
A2ｼﾘｰｽﾞ、黒丸、は整列の符号をさらに逆転させた．
20F(MgF2)に作られたIII時間の整列度は±7.5%、同様に
20Na(Mg)に作られたIII時間の整列度は±29%、20Na(ZnO)
では±23%と大きかった．又、観測P0は計数時間内偏極
の緩和を示す(rf操作なし)．



yIA +  ysoft-π = 4.15、を与えて yIA値、を46%拡大している．これは、実験値の72%増 大に26%も足りない．重
ﾒｿﾝ(π-ρ、σ、ρ、ω等)の寄与、短距離相関を考慮に入れたyhard-π = +1.27 ± 0.17は ysoft-π を動かさず、結局 ytheor = 
yIA + yhard-π =4.12 ± 0.17 であった．核物質中ﾊﾄﾞﾛﾝ質量はﾊﾟｲｵﾝ崩壊定数の再規格と同じ程度で無ければならな
い90). Mi* = Mi/φ(ρ)、即ち核密度 ρ中で核物質中ﾊﾄﾞﾛﾝ質量はﾊﾟｲｵﾝ崩壊定数の再規格と同じ程度 である.  Mi* 
= Mi/φ(ρ)で核密度 ρ中での質量再規格度、M1*を単粒子Axial chargeﾏﾄﾘｯｸｽ、M2*を交換流ﾏﾄﾘｯｸｽとして、理論
でM2/M1=0.5 ± 0.1を得て使 うと91)、A = 12系でε = 1.72 ± 0.04 = (1 + M2/M1)/φ(A=12)が 得られた．これは、 
φ(A=12) = 0.84 ± 0.04を与え、12Bと12Nの中でβ崩壊している核子質量は16 ± 4%再規格している．これは、Pb
領域の核磁気共鳴ﾓｰﾒﾝﾄの軌道gl解析から求めた(8 ± 3)%と良い一致である．軽いA=16、40近傍のｱｲｿｽｹｰﾗｰﾓｰ
ﾒﾝﾄから求めた値はこれの1/3程度であるが、広い質量範囲で、質量再規格化が見られているので、更に高い
精度の定量が望まれる．

IV  反応断面積と核子密度分布
A【安定核による中間ｴﾈﾙｷﾞｰ反応断面積研究】
　核子当たり数10～数100MeV のｴﾈﾙｷﾞｰ領域での核反応断面積測
定は不安定核の核子密度分布を研究するための良い手段となるこ
とがわかってきた97), 98)．反応断面積のｴﾈﾙｷﾞｰ依存性を注意深く調
べて Glauber 理論計算と比較することにより、核表面付近のﾊﾛｰや
ｽｷﾝなどの不安定核特有の興味深い密度分布、さらにそれを通して
不安定核の核構造や非対称核物質の性質を研究できる．このｴﾈﾙｷﾞ
ｰ領域では核子－核子全断面積はｴﾈﾙｷﾞｰが下がるにつれて急激に増
加する．したがって、ｴﾈﾙｷﾞｰが低くなるほど、原子核表面付近の
核子密度が薄い部分でも核反応が起こるようになってくる(右図)．
このことを利用すると、反応断面積のｴﾈﾙｷﾞｰ依存性を調べること

により、核表面付近
の密度分布を 
mapping できる．
　ところが、核子当たり数百 MeV 以下のｴﾈﾙｷﾞｰ領域では単純
な Glauber 理論では実験値よりも系統的に10～20％程小さい値
を与えることが、密度分布が既知の原子核の反応断面積から
わかり、このことは上述の方法にとって大きな問題となった
99)．そこで我々は、放医研HIMACにおいて、今まで信頼でき
る精度の高いﾃﾞｰﾀの無かった安定核 12C について～40A－～
400A MeV のｴﾈﾙｷﾞｰ範囲で高精度かつ系統的に、透過法を用い
て反応断面積を測定した。その結果を左図に示す100)。濃い点
が放医研における我々の測定値（790A MeVは谷畑氏らのﾃﾞｰ
ﾀ)、白抜きの点は他のｸﾞﾙｰﾌﾟによる測定値である．この図か
らわかるように、放医研における我々のﾃﾞｰﾀは格段に精度が
よく、系統性にも優れている． 
　本研究ではさらに、反応断面積の計算において、核内核子
のﾌｪﾙﾐ運動と多重散乱（few-body）効果を取り入れることに
より、実験値-計算値の食違いを解消することに成功した100)．
この新計算法による計算値を実験値と比較したものを左下図
に示す。計算値（実線）は非常によく実験値を再現している
ことがわかる．また、ﾊﾛｰを持つ不安定核 11Be に対して同じ計
算による比較を行った結果を次頁図に示す．計算に用いた 
11Be 密度分布は、2s1/2 の spectroscopic factor として、これま
でのいろいろな研究でわかっている標準的な 0.7 という値を
用いた．この図から、ﾊﾛｰ核に対しても、この計算により実

!(r )

r

"NN

E

Radius contributing to theσR

low energies

high energies

核子-核子全断面積のエネルギー依存性と原
子核表面の反応断面積に寄与する領域

放医研HIMACにおける 12C ビームを用いた反応断
面積測定値(上図)と改良Glauber計算との比較(下図)
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験値が非常によく再現されていることがわかる．このことは、
多重散乱(few-body) 効果がこの改良Glauber計算法に適切に取り
入れられて いることを示している．これらのことから、補正な
しで中間ｴﾈﾙｷﾞｰ領域の安定核および不安定核の反応断 面積を、
しかも多重散乱(few-body) 効果も考慮に入れて再現できる計算方
法を開発できたことになる．

B【ｴﾈﾙｷﾞｰ依存性を利用した核子密度分布研究】
　以上のように中間ｴﾈﾙｷﾞｰ領域での反応断面積が安定核・不
安定核ともにほぼ理解できたので、そのｴﾈﾙｷﾞｰ依存性を利用
して原子核表面の核子密度分布を実験的に研究することがで
きるようになった．そこで 6,8He, 6,8Li, 8B, 9C, 17Ne などについ
て、この方法を用いて核表面核子密度分布の研究を行った。
以下に、 17Ne の場合を例に挙げ、その結果を述べる．
　実験は理研ﾘﾝｸﾞｻｲｸﾛﾄﾛﾝ(RRC)と入射核破砕片分離器RIPSを
用いて行われた。核子当たり 40 および 60 MeV における、
Be, C, Al 標的に対する17Ne の反応断面積を測定した．この実
験値から核子密度分布を導出する方法は以下の通りである．
まず、17Ne の核子密度分布としてあるﾓﾃﾞﾙ関数を仮定し、前
述の Fermi 運動効果と多重散乱効果を取り入れた Glauber計算
により反応断面積を計算する．この計算値と実験値を比較
し、両者がなるべく近くなるように、ﾓﾃﾞﾙ関数中のﾊﾟﾗﾒｰﾀを
最適化することで、最適核子密度分布を導出する。右図はﾓﾃﾞ
ﾙ関数として、調和振動子型ｺｱと単一粒子ﾓﾃﾞﾙによる最外殻陽
子密度の和を仮定した場合の結果を示している．実線が最適
核子密度分布で、灰色の領域がその誤差を示している。図中
の破線・一点鎖線は、それぞれ最外殻陽子が占める軌道として 2s1/2 および 1d5/2 を仮定したときの Hartree-
Fock 法による理論計算101)である．この比較により、17Ne の最外殻陽子に対して、一般的殻模型の常識的な
予想である 1d5/2 ではなく、 2s1/2 軌道へのかなりの割合(50%以上)の占有が示唆された。この結果は、軽核の
中性子過剰領域で言われている 2s1/2 と 1d5/2 軌道のｴﾈﾙｷﾞｰ逆転現象が、陽子過剰側でも起きている可能性を
裏付けている102)．

C　【核子-核子全断面積の非対称性を利用した陽子・中性子密度分布の独立決定】
　前述の研究では、核表面の核子密度分布を実験的に導出できることを実証したが、陽子と中性子それぞれ
を区別して導出することはできなかった．たとえば、 17Ne の例で
言えば、密度分布の外側へ広がっているﾃｰﾙ状部分が陽子であるの
かまたは中性子なのかは、この実験結果からは実は区別が付かな
い．そこで、陽子・中性子密度分布をそれぞれ独立に決定するた
めに、陽子標的の利用を試みた．中間ｴﾈﾙｷﾞｰ以上での原子核同士
の衝突は、個々の核子間衝突の重ね合わせと考えられる．この
個々の核子間衝突の確率を決める、核子-核子全断面積をｴﾈﾙｷﾞｰに
対してﾌﾟﾛｯﾄしたものを右下図に示す．この図が示す顕著な性質の
１つは、100 MeV以下で p-p (n-n) 間に比べて、p-n 間の全断面積は
約３倍も大きくなっていることである。つまり、陽子標的を用い
れば、例え核半径が同じでも表面付近に陽子が多い原子核より、
中性子が多い原子核に対して、反応断面積が大くなる事が予測さ
れる．
　この性質を利用するためには陽子 標的の使用が重要となるが、 
まず安定核に対して陽子標的を用いた場合に、 前述の改良 Glauber 
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計算が機能するか試したところ、 実験値を良く再現できないことが判明した． この理由は、原子核同士の
場合に反応断面積は表面がかする程度 の周辺衝突の状況によって決定されているのに対して、 相手が陽子の
場合、原子核中での陽子の平均自由行程が比較的長いため、原子核内部における ﾊﾟｳﾘ ･ﾌﾞﾛｯｷﾝｸﾞ効果が大き
くなっているためと考えられる． そこで我々はこの問題を解決するため、ﾊﾟｳﾘ・
ﾌﾞﾛｯｷﾝｸﾞ効果を Glauber 計算に取り込んだところ、見事に実験値を再現することに成功した103).
　この方法で陽子・中性子分布の独立導出ができるかどうかを試すために、Be ｱｲｿﾄｰﾌﾟについての実験を放
医研HIMACにおいて行った。陽子標的としてはﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝを用い、この他に Be, C, Al 標的も用いた．その結果
導出されたそれぞれのｱｲｿﾄｰﾌﾟの陽子・中性子密度分布を右上図に、また陽子・中性子・核子分布半径を次
頁右下図に示す。これらからわかるように、まず、11Be では中性子ﾊﾛｰ構造の様子が明瞭に示された．長く
伸びた密度分布のﾃｰﾙは、陽子によって構成されるとする
と陽子標的実験値を全く再現できず、中性子でなければな
らないと結論づけられた．また、逆に陽子過剰側の 7Be で
は、陽子分布半径が中性子分布半径よりも有意に大きく、
陽子ｽｷﾝのような構造であることがわかった．面白いこと
に、同じ方法で 8B の陽子・中性子分布を実験的に導出し
た結果、陽子ﾊﾛｰ構造とともに、ｺｱに関して 7Be と同様の
大きな(小さな)陽子(中性子)分布半径が確認された．

D【理研RIﾋﾞｰﾑﾌｧｸﾄﾘｰにおける不安定核核半径の
系統的研究】
　Ne~Al の中性子過剰な核種のうち中性子数が20の付近
で、異常に大きな核変形を起こすと言われている領域があ
る．これは、“逆転の島 (Island-of-Inversion)”領域と呼ば
れ、そこでは通常の原子核における中性子軌道の順番が、
ｴﾈﾙｷﾞｰ的に逆転している可能性が指摘されている．このよ
うに不安定核の領域では、通常の安定核付近の原子核物理の常識
を覆すような振る舞いがしばしば発見される．この“逆転の
島”に関しても、その発生機構・領域の境界線など、まだ明ら
かになっていないことが多い．　
　そこで我々は、まず Ne 同位体について、安定核領域か
ら“逆転の島”領域を含んで、中性子ﾄﾞﾘｯﾌﾟﾗｲﾝ近傍までを対象
に、反応断面積による核半径の測定を系統的に行った．
　RIビームﾌｧｸﾄﾘｰにおける 48Ca 350 MeV/核子 の１次ﾋﾞｰﾑと入
射核破砕片分離器 BigRIPS によって測定した、20~32Ne の相互
作用断面積を質量数に対して黒丸でﾌﾟﾛｯﾄしたものを　次頁図
に示す。電子散乱による電荷半径から計算された、安定核に
対する断面積を実線で表している．実線に付いているｸﾞﾚｰの
幅は、電子散乱実験値のばらつきの程度を示している．
　これらの比較からまず言えるのは、安定核の近傍では測定
値が実線に近いが、質量数が26付近から大きくなるにつれ、
測定値は次第に実線から離れて大きくなるような振る舞いを
見せている事である．そこで、励起状態へのクーロン遷移
確率やQﾓｰﾒﾝﾄなど、別の実験から得られている情報をもとに導出
した核変形を仮定し、反応断面積を計算してみると、図中の白三角のようになる．したがって、中性子過剰
領域で実線から次第に離れて増加して行く傾向は、核変形により説明できると言える．
　しかし、それでも中には 29Ne, 31Ne など、核変形では説明できないほど断面積が大きいものがある．これ
らの増大の原因を考えるために、最外殻中性子結合エネルギー(いずれも1 MeV 以下)を合わせるようにした
変形単一粒子模型により Nilsson Diagram を計算した．この結果から、コアに対し前述の実験的変形度を適
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用すると、最外殻中性子の占有軌道は、 29Ne の場合 s 成分中心
の軌道、 31Ne の場合、 s または p 成分中心の軌道になることが
示唆された．この計算による密度分布を用いて反応断面積を計
算すると、実験値を見事に再現できることがわかった．したが
って、このことから 29Ne や 31Ne では最外殻中性子が中性子ハ
ロー構造をとっていると考えられる104)．
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